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１．基本方針  

１．１ 要求事項の整理  

  安全避難通路等について，加工施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則（以下「事業許可基準規則」という。）

とウラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設安全審査

指針（以下「ＭＯＸ指針」という。）の比較により，事業

許可基準規則第 13 条において追加された要求事項を整理

する。（第１表）  

 



第１表 事業許可基準規則第 13 条と MOX 指針 比較表( 1 / 2) 

事 業 許 可 基 準 規 則  

第 13 条 （ 安 全 避 難 通 路 等 ）
MOX 指 針 備 考

(安 全 避 難 通 路 等 ) 

第 十 三 条   加 工 施 設 に は 、 次 に 掲 げ る 設 備 を 設 け な

け れ ば な ら な い 。  

一  そ の 位 置 を 明 確 か つ 恒 久 的 に 表 示 す る こ と に よ

り 容 易 に 識 別 で き る 安 全 避 難 通 路  

二  照 明 用 の 電 源 が 喪 失 し た 場 合 に お い て も 機 能 を

損 な わ な い 避 難 用 の 照 明  

＜ 解 釈 ＞  

１ ． 第 13 条 は 、 設 計 基 準 に お い て 想 定 さ れ る 事 象 に

対 し て 加 工 施 設 の 安 全 性 が 損 な わ れ な い （ 安 全 機 能 を

有 す る 施 設 が 安 全 機 能 を 損 な わ な い 。 ） た め に 必 要 な

重 大 事 故 等 対 処 施 設 、 設 備 等 へ の 措 置 を 含 む 。  

２ ． 第 ２ 号 に 規 定 す る 「 照 明 用 の 電 源 が 喪 失 し た 場 合

に お い て も 機 能 を 損 な わ な い 避 難 用 の 照 明 」 と は 、 そ

の 電 力 が 非 常 用 電 源 か ら 供 給 さ れ る 照 明 装 置 又 は 電

源 を 内 蔵 し た 照 明 装 置 を い う 。  

指 針 18． 事 故 時 に 対 す る 考 慮

MOX 燃 料 加 工 施 設 に お い て は 、 事 故 時 に 対 応 し た 以

下 の 対 策 が 講 じ ら れ て い る こ と 。  

（ ３ ） 通 常 の 照 明 用 の 電 源 が 喪 失 し た 場 合 に お い て

も 、 そ の 機 能 を 失 う こ と の な い 退 避 用 の 照 明 を 設 備

し 、 か つ 、 単 純 、 明 確 、 永 続 性 の あ る 標 識 の つ い た 安

全 退 避 通 路 を 有 す る 設 計 で あ る こ と 。  

変 更 無 し
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第１表 事業許可基準規則第 13 条と MOX 指針 比較表( 2 / 2) 

事 業 許 可 基 準 規 則  

第 13 条 （ 安 全 避 難 通 路 等 ）
MOX 指 針 備 考

三  設 計 基 準 事 故 が 発 生 し た 場 合 に 用 い る 照 明 （ 前 号

の 避 難 用 の 照 明 を 除 く 。） 及 び そ の 専 用 の 電 源  

＜ 解 釈 ＞  

３ ． 第 3 号 に 規 定 す る 「 設 計 基 準 事 故 が 発 生 し た 場 合

に 用 い る 照 明 」 と は 、 昼 夜 及 び 場 所 を 問 わ ず 、 加

工 施 設 内 で 事 故 対 策 の た め の 作 業 が 生 じ た 場 合

に 、 作 業 が 可 能 と な る 照 明 の こ と を い い 、 現 場 作

業 の 緊 急 性 と の 関 連 に お い て 、 仮 設 照 明 の 準 備 に

時 間 的 猶 予 が あ る 場 合 に は 、 仮 設 照 明 （ 可 搬 型 ）

に よ る 対 応 を 含 む も の と す る 。  

（ Ｍ Ｏ Ｘ 指 針 ）

※ 記 載 無 し

追 加 要 求 事 項

1
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１．２ 要求事項に対する適合性

 安全避難通路等についての設計に係る基本方針を以下

のとおりとする。

ロ．加工施設の一般構造

（ト）その他の主要な構造

（５）安全避難通路等の設置に関する基本的な考え方

ＭＯＸ燃料加工施設（以下「加工施設」という。）には，

その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に

識別できる安全避難通路及び照明用の電源が喪失した場

合においてもその機能を損なわない避難用照明を設ける

設計とする。 

設計基準事故が発生した場合において，昼夜及び場所を

問わず，加工施設内で事故対策のための作業が可能となる

よう，避難用の照明とは別に作業用照明を設ける設計とす

る。設計基準事故に対処するために，中央監視室，制御第

１室及び制御第４室（以下「中央監視室等」という。）に

は，作業用照明として運転保安灯を設ける設計とする。中

央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失した場合

においてもその機能を損なわないように，非常用所内電源

設備の非常用無停電電源装置から電力を供給できる設計

とし，制御第 1 室及び制御第 4 室の運転保安灯は，蓄電池

を内蔵することにより，外部からの電源が喪失した場合に

おいても連続して点灯することが可能な設計とする。 

また，現場作業の緊急性との関連において，可搬型照明
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の準備に時間的猶予がある場合には，可搬型照明を活用す

る。これらの設計においては，設計基準において想定され

る事故に対して，加工施設の安全機能が損なわれない（安

全機能を有する施設が安全機能を損なわない。）ために必

要な重大事故等対処施設，設備等への措置を含める。
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２． 規則への適合性  

 ２．１   規則への適合性  

第１項第１号について  

加工施設の建屋内には，安全避難通路を設ける設計と

する。また，安全避難通路には，必要に応じて，単純，

明確，永続性のある標識並びに非常用照明及び誘導灯を

設け，その位置を明確かつ恒久的に表示することにより

容易に識別できる安全避難通路を設ける設計とする。  

 

第１項第２号について  

加工施設には，照明用の電源が喪失した場合において

も機能を損なわない避難用の照明として誘導灯及び非常

用照明を設ける設計とし，誘導灯及び非常用照明は，非

常用所内電源設備の非常用発電機もしくは灯具に内蔵し

た蓄電池からの給電により，外部からの電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわない設計とする。  



2-2

第１項第３号について

加工施設には，昼夜及び場所を問わず，加工施設内で事

故対策のための作業が可能となるよう，設計基準事故が発

生した場合に用いる照明（前号の避難用の照明を除く。）

及びその専用の電源を設ける設計とする。 

加工施設としては，設計基準事故が発生した場合におい

て，加工施設の状態を監視するために必要な中央監視室等

には，運転保安灯を設ける設計とし，必要な監視が確実に

行えるように非常用照明と同等以上の照度を有する設計

とする。 

中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわないように，非常用所内

電源設備の非常用無停電電源装置から電力を供給できる

設計とし，制御第 1 室及び制御第 4 室の運転保安灯は，蓄

電池を内蔵することにより，外部からの電源が喪失した場

合においても連続して点灯することが可能な設計とする。 

運転保安灯は，全交流電源喪失時から重大事故等に対処

する前までの間，点灯することが可能な設計とする。 

また，現場作業の緊急性との関連において，設計基準事

故の収束後の火災の鎮火確認等，現場作業が必要となり，

可搬型照明の準備に時間的猶予がある場合には，中央監視

室等に配備する可搬型照明を活用する設計とする。 

これらの作業用照明により，設計基準事故等で作業が必
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要となる場所及びそのアクセスルートの照明を確保でき，

昼夜及び場所を問わず，加工施設で事故対策のための作業

が可能となる設計とする。 
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３．気象等 

 該当なし。 
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４. 設備等 

４.１ 安全避難通路等の概要 

加工施設には，人の立ち入る区域から出口までの通路，階

段及び踊り場を安全避難通路として設定し，その位置を明確

かつ恒久的に表示することにより容易に識別できる設計と

する。 

避難用の照明として誘導灯及び非常用照明を設ける設計

とする。誘導灯及び非常用照明は，外部からの電源が喪失し

た場合においてもその機能を損なわないように蓄電池を内

蔵した設計とする。 

中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失した場

合においてもその機能を損なわないように，非常用所内電源

設備の非常用無停電電源装置から電力を供給できる設計と

し，制御第 1 室及び制御第 4 室の運転保安灯は，蓄電池を内

蔵することにより，連続して点灯することが可能な設計とす

る。 

運転保安灯は，全交流電源喪失時から重大事故等に対処す

る前までに必要な作業を実施する際の照明として設置する。 

設計基準事故等において，現場作業が必要となった場合，

作業が必要となる場所及びそのアクセスルートについては，

中央監視室等に配備する可搬型照明を活用する。 

これらの作業用照明により，設計基準事故等で作業が必要

となる場所及びアクセスルートの照明を確保でき，昼夜及び

場所を問わず，加工施設で事故対策のための作業が生じた場

合に作業が可能となる設計とする。 

【補足説明資料：1-1,1-2,1-3,1-4】 
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４．２ 設計方針 

４．２．１ 安全避難通路等の設計方針

（1） 加工施設には，人の立ち入る区域から出口までの通

路，階段及び踊り場を安全避難通路として設定し，そ

の位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易

に識別できる設計とする。避難用の照明として誘導灯

及び非常用照明を設ける設計とする。誘導灯及び非常

用照明は，外部からの電源が喪失した場合においても

その機能を損なわないように蓄電池を内蔵した設計

とする。 

【補足説明資料：1-2】

(2) 加工施設には，事故等が発生した場合に用いる照明

として次のような作業用照明を設ける設計とする。

また，以下の作業用照明により，事故等で作業が必

要となる場所及びアクセスルートの照明を確保でき，

昼夜及び場所を問わず，加工施設で事故対策のための

作業が生じた場合に作業が可能な設計とする。

中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失

した場合においてもその機能を損なわないように，非

常用所内電源設備の非常用無停電電源装置から電力

を供給できる設計とし，制御第 1 室及び制御第 4 室の

運転保安灯は，蓄電池を内蔵することにより，外部か

らの電源が喪失した場合においても連続して点灯す

ることが可能な設計とする。

a.  設計基準事故等の対処のために加工施設における監

視を行う中央監視室等で行う作業に用いる照明とし
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て，中央監視室等には，運転保安灯を設ける設計と

する。中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源

が喪失した場合においてもその機能を損なわないよ

うに，非常用所内電源設備の非常用無停電電源装置

から電力を供給できる設計とし，制御第 1 室及び制

御第 4 室の運転保安灯は，蓄電池を内蔵することに

より，連続して点灯することが可能な設計とする。 

運転保安灯は，全交流電源喪失時から重大事故等に

対処する前までに必要な作業を実施する際の照明と

して設置する。運転保安灯は，設計基準事故等が発

生した場合に必要な操作が行える照度（JIS Z 9110 

75～150 lx）を有する設計とする。 

 b. 設計基準事故等において，現場作業が必要となった

場合，作業が必要となる場所及びそのアクセスルート

については，中央監視室等に配備する可搬型照明を活

用する。 

【補足説明資料：1-1,1-4】

４．２．２ 主要設備の仕様

避難・誘導設備の設備仕様を第４．２．２表に示す。

【補足説明資料：1-2,1-3】

 

項 目 誘導灯 非常用照明
運転保安灯  

(中央監視室) 

運転保安灯  
(制御第 1 室，
制御第 4 室 ) 

電源電圧 交流 105V 交流 105V 交流 210V 交流 210V 

停電時
供給電源

蓄電池
（内蔵）

蓄電池
（内蔵）

非常用無停電
電源装置  

蓄電池
（内蔵）

用 途
避難用  

（消防法）
避難用  

（建築基準法）
中央監視室での

運転監視用

制御第 1 室及び
制御第 4 室での

運転監視用  

第４．２．２表 避難・誘導設備の主要設備の仕様
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４．２．３ 可搬型照明の設計方針

現場作業の緊急性との関連において，設計基準事故の収束

後の火災の鎮火確認等，現場作業が必要となり，可搬型照明

の準備に時間的猶予がある場合には，中央監視室等に配備す

る可搬型照明を活用する。 

可搬型照明の保管場所，数量及び仕様の（例）を第 4－2

－3 図に示す。

 

＜仕様等（例）＞

明るさ 80lm

電源 単４乾電池 ３本

連続使用時間 10 時間以上

重量 135ｇ

個数 50 個

保管箇所 中央監視室等

＜仕様等（例）＞

明るさ 3000lm

電源 蓄電池

連続使用時間 10 時間

充電時間 ８時間

重量 8.8kｇ

台数 ６台

保管箇所 中央監視室等

２．ＬＥＤバッテリーライト（例）

１．ＬＥＤヘッドランプ

第４－２－３図 可搬型照明の保管場所，数量及び仕様（例）
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４．２．４ 避難・誘導設備等の主要設備 

（１）誘導灯 

消防法で規定される避難口及び避難通路には，避難用の

照明として誘導灯を設ける設計とする。誘導灯は，外部か

らの電源が喪失した場合においてもその機能を損なわない

ように蓄電池を内蔵した設計とする。 

 

（２）非常用照明 

建築基準法で規定される居室，居室から地上へ至る通路，

階段及び踊り場には，避難用の照明として非常用照明を設

ける設計とする。非常用照明は，外部からの電源が喪失し

た場合においてもその機能を損なわないように蓄電池を内

蔵した設計とする。 

 

（３）運転保安灯 

中央監視室等には，運転保安灯を設ける設計とする。 

中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわないように，非常用所内

電源設備の非常用無停電電源装置から電力を供給できる設

計とし，制御第 1 室及び制御第 4 室の運転保安灯は，蓄電

池を内蔵することにより，外部からの電源が喪失した場合

においても連続して点灯することが可能な設計とする。 

【補足説明資料：1-2,1-3】 
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補足説明資料１－１（13 条）



補 1-1-1 
 

補足説明資料 1－1 設計基準事故が発生した場合に用いる照明及び

その専用電源の設計基本方針 

 

１．作業が可能となる照明 

加工施設の状態を監視及び制御するために必要な作業用の照明

として中央監視室等に避難用の照明とは別に運転保安灯を設ける

設計とする。 

 

１.１ 中央監視室等について 

  中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失した場合に

おいてもその機能を損なわないように，非常用所内電源設備の非

常用無停電電源装置から電力を供給できる設計とし，制御第 1 室

及び制御第 4 室の運転保安灯は，蓄電池を内蔵することにより，

外部からの電源が喪失した場合においても連続して点灯すること

が可能な設計とする。 

  運転保安灯は，全交流電源喪失時から重大事故等に対処する前

までに必要な作業を実施する際の照明として設置する。 
 

 



補 1-1-2 

第１‐１‐１図 中央監視室の照明配置例 

運転保安灯（A 系）

運転保安灯（B 系）

非常用照明灯（蓄電池内蔵） 

運転保安灯（作業用）例 

非常用照明灯（避難用）例 

電圧 ：200V 

消費電力：66W 

電圧 ：100V 

消費電力：70W 
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補足説明資料１－２（13 条）



 

補足説明資料１－２ 照明の種類，給電元及び設置場所

第１－２－１表 照明の種類，給電元及び設置場所

項目 電源構成 用途 主な設置場所 

避難用 

誘導灯・誘導標識 

（蓄電池内蔵式） 

・非常用母線より給電

・蓄電池を内蔵しており

電源喪失時も約 20 分点灯

消防法に基づき設置 加工施設内 

非常用照明 

（蓄電池内蔵式） 

・非常用母線より給電

・蓄電池を内蔵しており電源喪

失時も約 30 分点灯 

建築基準法に基づき設置 加工施設内 

作業用 運転保安灯 

・非常用母線より給電

・蓄電池内蔵

・設計基準事故の対処用の

ために設置 

・全交流電源喪失時から重

大事故等の対処前までの作

業のために設置 

中央監視室 

制御第１室，制御

第４室 

 

・加工施設内の安全避難通路は，その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別できる避難用の照明として以下に準拠した蓄電池内

蔵の非常用照明及び誘導灯を設置する。

非常用照明：建築基準法施行令第 126 条の四，五及び昭和 45 年建設省告示第 1830 号

誘導灯：消防法施行令第 26 条及び消防法施行規則第 28 条の三

非常用照明の蓄電池は，昭和 45 年建設省告示第 1830 号に準拠し 30 分以上，誘導灯については消防法施行規則第 28 条の三に準拠し 20 分以上

点灯できる容量を有するものとする。

・非常用照明については建築基準法施行令百二十六条の五にて定める床面において 1ルクス以上の照度を確保できる設計とし，作業用の照明につ

いては，JIS Z 9110 照明基準総則で定める工場の照度基準（作業）75～150lx を満足するように配置する。（別紙参照） 

・設計基準事故の短時間の全交流電源喪失時において，運転保安灯は，必要な電力の供給が非常用所内電源設備の非常用発電機から開始されるま

での間，点灯可能な設計とする。 

・全交流電源喪失時から重大事故等に対処する前までの間，点灯することが可能なように中央監視室の運転保安灯は，非常用所内電源設備の非常

用無停電電源装置から電力を供給できる設計とし，制御第 1室及び制御第 4室の運転保安灯は，蓄電池から電力を供給できる設計とする。 

補
1-2-1 



補 1-2-2 
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補足説明資料１－３（13 条）



補 1-3-1 

補足説明資料１－３ 作業用照明電源系統図及び作業用照明（運転保

安灯）配置図

中央監視室等の設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明

の作業用照明電源系統図及び作業用照明（運転保安灯）配置図を各々

第１－３－１図～第１－３－４図に示す。



運転保安灯460Ｖ非常用母線Ａ，Ｂ 

460Ｖ非常用母線Ａ，Ｂ 

補
1-3-2 

非常用無停電

電源装置

運転保安灯
（蓄電池内蔵）

第１－３－１図 作業用照明電源系統図

燃料加工建屋

中央監視室

制御第 1 室及び制御第 4 室 



補 1-3-3 

第１－３－２図 作業用照明（運転保安灯）配置図

については核不拡散上の観点から公開できません。



補 1-3-4 

第１－３－３図 作業用照明（運転保安灯）配置図

については核不拡散上の観点から公開できません。



補 1-3-5 

第１－３－４図 作業用照明（運転保安灯）配置図

については核不拡散上の観点から公開できません。
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補足説明資料１－４（13 条）



補 1-4-1 

補足説明資料１－４ 現場操作の確認結果について 

設計基準事故時に必要となる現場操作について，第１－４－１図のフローに基づき抽出

する。抽出結果（例）を第１－４－１表，第１－４－２表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１－４－１図 必要な現場操作の抽出フロー 

 
※「事故の拡大防止又は収束させるために必要な操作」には，「財産保護を目的とした操作及び
代替可能な操作・確認」を含めない。 

 

 

 

YES 

YES 

YES 

加工事業許可申請書 
 添付書類七（安全評価） 

作業用照明が不要となる場所  
作業用照明が必要となる 

場所 

No  

 

事故の拡大防止， 

収束させるために必要な 

操作※及び作業を行う 

場所 

 

緊急性を要する 

事故の拡大防止，収束させるために必要

な操作及び 

作業があるか 

 

No  No  

新規制基準適合性に係る審査 
（各条文の審査資料より） 

 

安全上重要な施設の 

安全機能を損なわないために必要な操作

及び作業を 

行う場所 

＊  

＊  
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第１－４－１表 設計基準事故対応時の現場操作の抽出結果（例）

設計基準事故 想定事象 設計基準事故対応 対応場所 評価結果

閉じ込め機能の

不全

火災区域に設定

する工程室にお

いてＭＯＸ粉末

を露出した状態

で取り扱うグロ

ーブボックス内

における火災に

よる閉じ込め機

能の不全を想定

する。

火災の拡大防止対策及

び影響緩和対策とし

て，グローブボックス

温度監視装置による火

災の感知

中央監視室

制御第１室

制御第４室

対象外

（中央監視室，

制御第１室，

制御第４室で

対応可能）

火災の拡大防止対策及

び影響緩和対策とし

て，火災防護設備の延

焼防止ダンパの閉止確

認

中央監視室

対象外

（中央監視室で

対応可能）

火災による閉じ込め機

能不全の拡大防止対策

及び影響緩和対策とし

て，消火ガスの放出完

了後，運転員の操作に

よるグローブボックス

排風機の停止※ 

中央監視室

焼結炉及び小規

模焼結処理装置

における水素爆

発による閉じ込

め機能の不全を

想定する。

水素爆発による閉じ込

め機能の不全の拡大防

止対策及び影響緩和対

策として，運転員の操

作による送排風機の停

止※ 

中央監視室

※グローブボックス排風機の停止又は送排風機の停止は，閉じ込め機能の不全における敷地周辺

の公衆の実効線量の評価条件ではなく，自主的な対応である。



補 1-4-3 

第１－４－２表 新規制基準適合性に係る審査における必要な現場
操作（例） 

 
選定項目（規則） 必要な現場操作 作業場所 

第二条 核燃料物質の臨界

防止 
現場操作無し － 

第三条 遮蔽等 現場操作無し － 
第四条 閉じ込めの機能 現場操作無し － 

第五条 火災等による損傷

の防止 
現場操作無し 
（消火を行う設備は，単一事象と

して破損，誤作動又は誤操作が起

きた場合のほか，火災発生を感知

する設備の単一の事象として破

損，誤作動又は誤操作が起きたこ

とにより消火を行う設備が作動し

た場合においても，安全上重要な

施設の安全機能を損なわない設計

とする。） 

－ 

第六条 安全機能を有する

施設の地盤 
現場操作無し － 

第七条 地震による損傷の

防止 
現場操作無し － 

第八条 津波による損傷の

防止 
現場操作無し － 

第九条 外部からの衝撃に

よる損傷の防止 
現場操作無し － 

第十条 加工施設への人の

不法な侵入等の防止 
現場操作無し － 

第十一条 溢水による損傷

の防止 
必要に応じて現場操作有り 
（機器の誤操作による漏えい事象

に対しては，漏えい検知器等によ

る早期検知及び運転員の停止操作

により，溢水防護対象設備の安全

機能が損なわれない設計とする。） 

－ 
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選定項目（規則） 必要な現場操作 作業場所

第十二条 誤操作の防止 添付書類七に示す設計基準事故，

運転又は保守の把握

１）中央監視室及び制御室

２）弁類，配管

第十三条 安全避難通路等 現場操作無し

第十四条 安全機能を有す

る施設

現場操作無し －

第十五条 設計基準事故の

拡大の防止

現場操作無し

（※１）

－

第十六条 核燃料物質の貯

蔵施設

現場操作無し －

第十七条 廃棄施設 現場操作無し －

第十八条 放射線管理施設 現場操作無し －

第十九条 監視設備 現場操作無し －

第二十条 非常用電源設備 現場操作無し －

第二十一条 通信連絡設備 現場操作無し －

※１：第１－４－１表で現場操作がないことを確認している。

補 1-4-4  
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